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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　曲面を有する透明な熱可塑性樹脂成形体と、
　前記熱可塑性樹脂成形体の前記曲面に沿って密着して接合された金属箔と、
を備え、
　前記曲面は可展面ではない三次元曲面であり、
　前記金属箔は、少なくとも前記熱可塑性樹脂成形体との接合部表面に微細凹凸構造を有
し、
　前記曲面上の任意の点における法線ベクトル方向において、前記金属箔の厚みをθＭ、
前記熱可塑性樹脂成形体の厚みをθＲとした場合、下記式（１）を満たし、
　前記金属箔の厚み（θＭ）が０．１ｍｍ以上０．６ｍｍ以下である、
　金属被覆樹脂成形体。
０．０５≦θＭ／θＲ＜１．０　　　（１）
【請求項２】
　請求項１に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記金属箔の前記微細凹凸構造に前記熱可塑性樹脂成形体の一部分が浸入することによ
り前記金属箔と前記熱可塑性樹脂成形体とが接合されている金属被覆樹脂成形体。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記金属箔がアルミニウム箔またはアルミニウム合金箔である金属被覆樹脂成形体。
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【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記熱可塑性樹脂成形体を構成する熱可塑性樹脂（Ａ）が、ポリスチレン樹脂、ポリア
クリロニトリル樹脂、スチレン－アクリロニトリル共重合体樹脂、アクリロニトリル－ブ
タジエン－スチレン共重合体樹脂、ポリメタクリル酸メチル樹脂、およびポリカーボネー
ト樹脂から選択される一種または二種以上の非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む金属被
覆樹脂成形体。
【請求項５】
　請求項４に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）がポリカーボネート樹脂を含む金属被覆樹脂成形体
。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか一項に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記金属箔の前記微細凹凸構造には、複数の凸部が５ｎｍ以上５００μｍ以下の間隔周
期で設けられている金属被覆樹脂成形体。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか一項に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記金属箔の前記熱可塑性樹脂成形体との接合部分以外の表面が、研磨処理およびカラ
ーアルマイト処理のうち少なくとも一方の処理がなされている金属被覆樹脂成形体。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれか一項に記載の金属被覆樹脂成形体を製造するための製造方法
であって、
　金型のキャビティ部に、表面の少なくとも一部に微細凹凸構造を有する金属箔を配置す
る工程と、
　前記キャビティ部に非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む熱可塑性樹脂（Ａ）を注入す
ることにより前記金属箔と前記熱可塑性樹脂成形体とを接合する工程と、
を含み、
　前記熱可塑性樹脂の注入開始から保圧完了までの間、前記金型の表面温度を前記非晶性
熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度以上の温度に維持し、前記保圧完了後、前記金
型の表面温度を前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度未満の温度に冷却す
る金属被覆樹脂成形体の製造方法。
【請求項９】
　請求項８に記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法において、
　前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）がポリカーボネート樹脂を含む金属被覆樹脂成形体
の製造方法。
【請求項１０】
　請求項８または９に記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法において、
　前記熱可塑性樹脂の注入開始から保圧完了までの間、前記金型の表面の近くに設けられ
た流路に水蒸気、温水および温油から選択される加熱媒体を導入する、あるいは電磁誘導
加熱を用いることにより、前記金型の前記表面温度を前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）
のガラス転移温度以上の温度に維持する金属被覆樹脂成形体の製造方法。
【請求項１１】
　請求項８乃至１０のいずれか一項に記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法において、
　前記金型の表面の近くに設けられた流路に冷水および冷油から選択される冷却媒体を導
入することにより、前記金型の前記表面温度を前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラ
ス転移温度未満の温度に冷却する金属被覆樹脂成形体の製造方法。
【請求項１２】
　請求項８乃至１１のいずれか一項に記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法において、
　前記注入開始から前記保圧完了までの時間が１秒以上２００秒以下である金属被覆樹脂
成形体の製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属被覆樹脂成形体および金属被覆樹脂成形体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ユーザーの目に直接触れる、あるいはユーザーが直接手に触れる樹脂成形品にお
いて、装飾性の観点から、曲面形状を有し、透明な樹脂成形体の表面に金属調の意匠面が
設けられた複合体のニーズが高まっている。
　ユーザーの目に直接触れる、あるいはユーザーが直接手に触れる樹脂成形体としては、
例えば、自動車の内装品、家電製品、居住空間の壁面材、日常容器、ヘルメット等のフェ
イスシールド、アイウェア、照明部材、看板やソーラーパネル等の屋外設置材料、化粧料
収容用のコンパクト容器等のコスメティック製品等が挙げられる。
【０００３】
　透明な樹脂成形体に金属調の意匠面を形成する方法として、例えば、特許文献１に記載
の技術がある。
【０００４】
　特許文献１には一部分にラミネート層が貼り付けられた特定領域を有するインモールド
転写フィルムを、成形金型のキャビティにセットした状態で射出樹脂を上記キャビティに
注入して成形品を加飾するインモールド成形方法が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－１８４３００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、特許文献１のような方法で得られた成形体は機械的な強度が必要とされる分野
には適用が難しい場合があり、またインモールドにより得られる金属調の触感や質感は樹
脂成形体の触感や質感の域を超えることができず、実際の金属の触感や質感のレベルには
未だ到達していないという問題があった。また電磁波、ノイズシールド性が要求される家
電分野には十分な対応ができないという問題点があった。
【０００７】
　また、樹脂成形体の表面に金属調の意匠面として金属層を設ける方法がある。金属層を
設ける方法としては、めっき、蒸着等の手段が挙げられる。しかし、いずれも金属層の強
度や接着力が不十分である場合が多い。また、めっきに関しては有害なめっき廃液の処理
等の問題がある。
【０００８】
　そこで、樹脂成形体の表面に意匠面を形成する金属箔や金属シートを接合することが考
えられる。しかしながら、これら金属箔や金属シートは加熱圧着しただけでは樹脂との接
着が弱く、わずかな応力によって剥離してしまう場合がある。強固に接着するために金属
と樹脂成形体の間に接着剤を塗布する、あるいはホットメルト接着シートを挟んで加熱す
る等の手段もあるが、生産性、コストの面で不利である。
　また、熱圧着方法（熱プレス法）で行われるので、成形体表面は通常、平面上に限定さ
れるという問題点があった。その理由は、熱プレスでは樹脂成形体の表面状態を維持させ
て、そのまま仕上げとするので、最適な条件で熱加工しなければ、表面が軟化しすぎてク
モリや型当たり跡等の問題が発生しやすかったり、また金属層に比べて熱収縮が数倍大き
いので、ベコつきや形状異常、ソリ等の問題が発生しやすかったりするからだと考えられ
る。
【０００９】
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　本発明は上記事情に鑑みてなされたものであり、曲面における金属箔と熱可塑性樹脂成
形体との接合性に優れた金属被覆樹脂成形体を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　すなわち、本発明によれば、以下に示す金属被覆樹脂成形体および金属被覆樹脂成形体
の製造方法が提供される。
【００１１】
［１］
　曲面を有する透明な熱可塑性樹脂成形体と、
　前記熱可塑性樹脂成形体の前記曲面に沿って密着して接合された金属箔と、
を備え、
　前記曲面は可展面ではない三次元曲面であり、
　前記金属箔は、少なくとも前記熱可塑性樹脂成形体との接合部表面に微細凹凸構造を有
し、
　前記曲面上の任意の点における法線ベクトル方向において、前記金属箔の厚みをθＭ、
前記熱可塑性樹脂成形体の厚みをθＲとした場合、下記式（１）を満たし、
　前記金属箔の厚み（θＭ）が０．１ｍｍ以上０．６ｍｍ以下である、
　金属被覆樹脂成形体。
０．０５≦θＭ／θＲ＜１．０　　　（１）
［２］
　上記［１］に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記金属箔の前記微細凹凸構造に前記熱可塑性樹脂成形体の一部分が浸入することによ
り前記金属箔と前記熱可塑性樹脂成形体とが接合されている金属被覆樹脂成形体。
［３］
　上記［１］または［２］に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記金属箔がアルミニウム箔またはアルミニウム合金箔である金属被覆樹脂成形体。
［４］
　上記［１］乃至［３］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記熱可塑性樹脂成形体を構成する熱可塑性樹脂（Ａ）が、ポリスチレン樹脂、ポリア
クリロニトリル樹脂、スチレン－アクリロニトリル共重合体樹脂、アクリロニトリル－ブ
タジエン－スチレン共重合体樹脂、ポリメタクリル酸メチル樹脂、およびポリカーボネー
ト樹脂から選択される一種または二種以上の非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む金属被
覆樹脂成形体。
［５］
　上記［４］に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）がポリカーボネート樹脂を含む金属被覆樹脂成形体
。
［６］
　上記［１］乃至［５］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記金属箔の前記微細凹凸構造には、複数の凸部が５ｎｍ以上５００μｍ以下の間隔周
期で設けられている金属被覆樹脂成形体。
［７］
　上記［１］乃至［６］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　前記金属箔の前記熱可塑性樹脂成形体との接合部分以外の表面が、研磨処理およびカラ
ーアルマイト処理のうち少なくとも一方の処理がなされている金属被覆樹脂成形体。
［８］
　上記［１］乃至［７］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体を製造するための製
造方法であって、
　金型のキャビティ部に、表面の少なくとも一部に微細凹凸構造を有する金属箔を配置す
る工程と、
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　前記キャビティ部に非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む熱可塑性樹脂（Ａ）を注入す
ることにより前記金属箔と前記熱可塑性樹脂成形体とを接合する工程と、
を含み、
　前記熱可塑性樹脂の注入開始から保圧完了までの間、前記金型の表面温度を前記非晶性
熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度以上の温度に維持し、前記保圧完了後、前記金
型の表面温度を前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度未満の温度に冷却す
る金属被覆樹脂成形体の製造方法。
［９］
　上記［８］に記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法において、
　前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）がポリカーボネート樹脂を含む金属被覆樹脂成形体
の製造方法。
［１０］
　上記［８］または［９］に記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法において、
　前記金型の表面の近くに設けられた流路に水蒸気、温水および温油から選択される加熱
媒体を導入する、あるいは電磁誘導加熱を用いることにより、前記金型の前記表面温度を
前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度以上の温度に維持する金属被覆樹脂
成形体の製造方法。
［１１］
　上記［８］乃至［１０］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法におい
て、
　前記金型の表面の近くに設けられた流路に冷水および冷油から選択される冷却媒体を導
入することにより、前記金型の前記表面温度を前記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラ
ス転移温度未満の温度に冷却する金属被覆樹脂成形体の製造方法。
［１２］
　上記［８］乃至［１１］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法におい
て、
　前記注入開始から前記保圧完了までの時間が１秒以上２００秒以下である金属被覆樹脂
成形体の製造方法。
【発明の効果】
【００１２】
　曲面における金属箔と熱可塑性樹脂成形体との接合性に優れた金属被覆樹脂成形体を提
供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明に係る実施形態の、透明な熱可塑性樹脂成形体の曲面に均一厚みの金属箔
が密着接合している金属被覆樹脂成形体の構造の一例を模式的に示した斜視図である。
【図２】本発明に係る実施形態の金属被覆樹脂成形体の構造の一例を模式的に示した断面
図であり、図１に示したＸ－Ｙ方向における断面図である。
【図３】本発明に係る実施形態の金属被覆樹脂成形体を射出成形法によって製造する過程
の一例を模式的に示した構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下に、本発明の実施形態について、図面を用いて説明する。なお、すべての図面にお
いて、同様な構成要素には共通の符号を付し、適宜説明を省略する。また、図は概略図で
あり、実際の寸法比率とは一致していない。文中の数字の間にある「～」は特に断りがな
ければ、以上から以下を表す。
【００１５】
［金属被覆樹脂成形体］
　まず、本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０について説明する。
　図１は本発明に係る実施形態の、透明な熱可塑性樹脂成形体２１の曲面２０に均一厚み
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の金属箔３０が密着接合している金属被覆樹脂成形体１０の構造の一例を模式的に示した
斜視図である。図２は本発明に係る実施形態の金属被覆樹脂成形体１０の構造の一例を模
式的に示した断面図であり、図１に示したＸ－Ｙ方向における断面図である。
【００１６】
　本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０は、曲面２０を有する透明な熱可塑性樹脂成
形体２１と、熱可塑性樹脂成形体２１の曲面２０に沿って密着して接合された金属箔３０
と、を備え、金属箔３０は、少なくとも熱可塑性樹脂成形体２１との接合部表面に微細凹
凸構造を有する。
　ここで、本実施形態における曲面とは、曲線が動いてできる面、換言すれば連続的に曲
がった平面でない面であり、具体的には、円柱面や円錐面に代表される可展面（二次曲面
）と、可展面ではない三次元曲面とを含む。本実施形態では熱可塑性樹脂成形体２１は、
意匠性により優れる観点から、三次元曲面を有することが好ましい。
【００１７】
　従来、曲面形状を有する成形体表面に金属プレートあるいは金属箔を貼り付けて金属被
覆樹脂成形体を作る作業は、シートモールディングコンパウンド（ＳＭＣ）やスタンパブ
ルシート等の樹脂シートと金属プレートを上型と下型で作った製品形状の空間に挟み込ん
でプレスして、形状付与する方法に頼らざるを得なかった。このようなプレス成形におい
ては、曲面状の接合部分においてはスプリングバックが発生しやすかった。そのため平面
形状を有する金属被覆樹脂成形体に限られていた。
　射出成形（インモールド成形）によって曲面形状を有する金属被覆樹脂成形体を作成す
る方法も考えられるが、公知の射出成形技術では、接合点における樹脂部厚みは金属部厚
みに比べて小さいのが一般的である。換言すれば、公知技術は、金属部を専ら機械強度発
現のための構成材料として用い、その表面上に装飾付与等を目的として薄い樹脂層を被覆
接合する技術に終始してきたと言える。
【００１８】
　本実施形態においては、曲面２０上の任意の点における法線ベクトル４０方向において
、金属箔３０の厚みをθＭ、熱可塑性樹脂成形体２１の厚みをθＲとした場合（図２の模
式図を参照）、下記式（１）を満たすことが好ましく、下記式（２）を満たすことがより
好ましく、下記式（３）を満たすことがさらに好ましい。
　本実施形態において、金属被覆樹脂成形体１０における金属箔３０部分は、前述の通り
、装飾性や金属調の質感付与のために設けられるので、熱可塑性樹脂成形体２１部分に比
べて相対的に重い金属箔部はできるだけ薄くして金属被覆樹脂成形体１０全体の軽量化を
図ることが好ましい。すなわち、θＭ／θＲが１．０未満であると金属被覆樹脂成形体１
０がより軽くなり、特に自動車内装材やコスメティック製品に適用する場合に好ましい。
θＭ／θＲが０．０５以上であると、金属被覆樹脂成形体１０の機械的強度がより良好に
なり、特にフェイスシールド等の安全部品として使用する場合に好ましい。
【００１９】
【数１】

【００２０】
　本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０を構成する熱可塑性樹脂成形体２１はＪＩＳ
　Ｒ３１０６に準じて測定される波長領域３８０～７８０ｎｍでの可視光透過率が、好ま
しくは６０％以上、より好ましくは７０％以上である。このような可視光透過率を備える
ことによって、より良好な透明性を得ることが可能となり、フェイスシールド、アイウェ
ア、ソーラーパネル等の透明性が必要とされる分野に本実施形態に係る金属被覆樹脂成形
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体１０を好適に用いることができる。
【００２１】
　以下、本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０を構成する各部材について説明する。
【００２２】
＜熱可塑性樹脂成形体＞
　本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０を構成する熱可塑性樹脂成形体２１は透明性
を示す。熱可塑性樹脂成形体２１を構成する熱可塑性樹脂（Ａ）は、非晶性熱可塑性樹脂
成分（ａ）を含む場合であってもよいし、結晶性熱可塑性樹脂成分（ｂ）からなるがその
実用状態で非晶状態もしくは結晶化度が相当に低い、または結晶サイズが微細である場合
であってもよい。前者の例としては、後述する非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を挙げるこ
とができる。後者の例としてはポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテ
レフタレート（ＰＢＴ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、
ナイロン６（ＮＹ６）等を挙げることができ、これらの樹脂については溶融したものを成
形後に急速冷却することにより透明化を図ることができる。ただし、後者の方法では微結
晶と非結晶の量制御によっては安定して透明化できない場合があるので、非晶性熱可塑性
樹脂成分（ａ）を含む熱可塑性樹脂（Ａ）を用いる方法を採用することが好ましい。
【００２３】
　非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む熱可塑性樹脂（Ａ）を用いる場合では、熱可塑性
樹脂（Ａ）は、非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を必須成分として含み、必要に応じて結晶
性熱可塑性樹脂成分（ｂ）やその他配合剤（ｃ）を含む。熱可塑性樹脂（Ａ）に含まれる
非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）の含有量は、通常６０質量％超え、好ましくは７０質量％
以上、より好ましくは８０質量％以上、特に好ましくは９０質量％以上である。
　熱可塑性樹脂（Ａ）に含まれる結晶性熱可塑性樹脂成分（ｂ）としては特に限定されな
いが、例えば、ポリオレフィン系樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリフェニ
レンエーテル樹脂、ポリフェニレンスルフィド樹脂等を挙げることができる。熱可塑性樹
脂（Ａ）に含まれる結晶性熱可塑性樹脂成分（ｂ）の含有量は、通常４０質量％以下、好
ましくは３０質量％以下である。
　熱可塑性樹脂（Ａ）に含まれるその他配合剤（ｃ）としては特に限定されないが、例え
ば、顔料、難燃剤、酸化防止剤、可塑剤、帯電防止剤等を挙げることができる。熱可塑性
樹脂（Ａ）に含まれるその他配合剤（ｃ）の含有量は、熱可塑性樹脂成形体２１の透明性
を損なわない量であれば特に限定されないが、通常４０質量％以下、好ましくは３０質量
％以下である。
【００２４】
（非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ））
　熱可塑性樹脂成形体２１を構成する熱可塑性樹脂（Ａ）に用いられる非晶性熱可塑性樹
脂成分（ａ）としては、例えば、ポリスチレン樹脂、ポリアクリロニトリル樹脂、スチレ
ン－アクリロニトリル共重合体樹脂、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体
樹脂（ＡＢＳ樹脂）、ポリメタクリル酸メチル樹脂（ＰＭＭＡ樹脂）、およびポリカーボ
ネート樹脂（ＰＣ樹脂）から選択される一種または二種以上が挙げられる。これらの中で
は、熱可塑性樹脂成形体２１の透明性と機械強度（特に耐衝撃性と耐熱性）をより良好に
する観点から、ポリカーボネート樹脂が好ましい。
【００２５】
　熱可塑性樹脂（Ａ）は、金属箔３０の表面に付与された微細凹凸構造への浸入をより容
易にするために流動性が高いことが好ましい。そのため、本実施形態に係る熱可塑性樹脂
（Ａ）は、ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に準拠し、２３０℃、２．１６ｋｇ荷重の条件で測定さ
れるＭＦＲが１～２００ｇ／１０ｍｉｎであることが好ましく、５～５０ｇ／１０ｍｉｎ
であることがより好ましい。
【００２６】
（熱可塑性樹脂（Ａ）の製造方法）
　熱可塑性樹脂（Ａ）の製造方法は特に限定されず、一般的に公知の方法により製造する



(8) JP 6830807 B2 2021.2.17

10

20

30

40

50

ことができる。例えば、非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）、必要に応じて結晶性熱可塑性樹
脂成分（ｂ）やその他の配合剤（ｃ）を、バンバリーミキサー、単軸押出機、２軸押出機
、高速２軸押出機等の混合装置を用いて、混合または溶融混合することにより、熱可塑性
樹脂（Ａ）を得ることができる。
【００２７】
＜金属箔＞
　本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０を構成する金属箔３０の厚み（θＭ）は、す
べての場所で同一であっても異なっていてもよいが、金属箔が入手容易であるという観点
からその厚みは一定であることが好ましい。具体的には、金属箔３０の厚み（θＭ）は、
通常０．１ｍｍ～２．０ｍｍ、好ましくは０．２ｍｍ～１．５ｍｍ、より好ましくは０．
２ｍｍ～１．０ｍｍ、さらに好ましくは０．２～０．６ｍｍである。厚みが上記下限値以
上であると、得られる金属被覆樹脂成形体１０の機械的強度を向上させることができる。
厚みが上記上限値以下であることにより、金属被覆樹脂成形体１０をより軽量化すること
ができ、また接合前において金属箔３０の曲板状に折り曲げる等の加工をより容易にする
ことができる。
【００２８】
　金属箔３０を構成する金属材料は特に限定されないが、例えば、鉄、ステンレス、アル
ミニウム、アルミニウム合金、マグネシウム、マグネシウム合金、銅および銅合金等を挙
げることができる。これらは単独で使用してもよいし、二種以上組み合わせて使用しても
よい。これらの中でも、軽量かつ高強度の点から、アルミニウム（アルミニウム単体）お
よびアルミニウム合金が好ましく、アルミニウム合金がより好ましい。すなわち、金属箔
３０はアルミニウム箔またはアルミニウム合金箔が好ましく、アルミニウム合金箔がより
好ましい。
　アルミニウム合金としては、ＪＩＳ　Ｈ４０００に規定された合金番号１０５０、１１
００、２０１４、２０２４、３００３、５０５２、７０７５等が好ましく用いられる。
【００２９】
　金属箔３０は、金属材料を切断、プレス等による塑性加工、打ち抜き加工、切削、研磨
、放電加工等の除肉加工によって上述した所定の形状に加工された後に、後述する粗化処
理がなされたものが好ましい。要するに、種々の加工法により、必要な形状に加工された
ものを用いることが好ましい。
【００３０】
（金属箔の粗化処理方法）
　金属箔３０の表面のうち少なくとも熱可塑性樹脂成形体２１に接合される部分には、微
細凹凸構造が設けられている。この場合、金属被覆樹脂成形体１０における熱可塑性樹脂
成形体２１の一部分（より具体的には熱可塑性樹脂成形体２１のうち金属箔３０との接合
部の一部分）が、金属箔３０の上記微細凹凸構造に浸入することにより金属箔３０と熱可
塑性樹脂成形体２１とが接合されていることが好ましい。これにより、金属箔３０と熱可
塑性樹脂成形体２１との接合強度をより向上させることができる。
【００３１】
　金属箔３０の上記微細凹凸構造は、例えば、５ｎｍ以上５００μｍ以下の間隔周期で複
数の凸部（又は凹部）が設けられたものである。本実施形態においては、金属被覆樹脂成
形体１０を高い接合力が要求される分野に用いる場合は、上記間隔周期は１μｍ～５００
μｍの範囲にあることが好ましく、５μｍ～３００μｍの範囲にあることがより好ましい
。
【００３２】
　金属箔３０に設けられた微細凹凸構造は、金属箔３０の全表面に設けられてもよいし、
片面のみに設けられてもよいし、片面の一部分のみに設けられてもよい。ただし、本実施
形態に係る金属被覆樹脂成形体１０の主なる用途が、金属箔３０が熱可塑性樹脂成形体２
１の表面の一部に貼付・接合されて産業上利用されることに鑑みれば、微細凹凸面は全表
面または片面全面であることが好ましい。ここで表面粗さを大きくする方法としては、公
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知の様々な方法が制限なく用いることができる。
【００３３】
　金属箔３０の表面に微細凹凸構造を付与する方法は、得られる微細凹凸構造の形状から
大別して以下の３種類の方法がある。
【００３４】
　第１の方法は、侵食性水溶液または侵食性懸濁液に金属箔３０を浸漬する方法である。
この方法により得られた金属箔３０を電子顕微鏡観察により測定すると、金属箔３０の表
面が無数の凹部で覆われた形となっている。上記凹部の数平均内径は、例えば、３μｍ以
下である。
　ここで、上記凹凸の数平均内径とは、凹凸の凹部の内径の平均値であり、例えば、以下
のようにして測定される。まず、電子顕微鏡により金属箔３０の表面の凹凸の画像を観察
し、凹部が１００個以上撮影できる倍率において、全ての凹部についてその内径を計り取
る。この際、円形でないものは面積が同等の円として内径を仮定する。そして、仮定した
内径も含め、全てを積算して個数で除したものを数平均内径とする。
　第１の方法としては、例えば、国際公開第２０１５／００８８４７号パンフレットや特
開２００１－３４８６８４号公報に開示されている酸系エッチング剤を用いる方法等を挙
げることができる。また、第１の方法としては、例えば、国際公開第２００９／３１６３
２号パンフレットや特開２００５－１１９００５号公報に開示されているような、水和ヒ
ドラジン、アンモニア、及び水溶性アミン化合物から選ばれる１種以上のアミン系水溶液
に金属箔３０を浸漬する方法であってもよい。
【００３５】
　第２の方法は陽極酸化法である。この場合、金属箔３０の表面は主として金属酸化物層
となっている。金属酸化物層の表面層は、例えば、多数の数平均内径１０ｎｍ以上２００
ｎｍ以下の開口部（又は凹部）で覆われる。
【００３６】
　第３の方法は機械的切削である。より具体的には、凹凸を有する金型パンチをプレスす
ることにより金属箔３０の表面に凹凸を形成する方法や、サンドブラスト、ローレット加
工、レーザー加工により金属箔３０の表面に凹凸形状を作製する方法がある。ここで金属
パンチの凹凸は、例えば、ダイヤモンド砥粒研削またはブラスト加工によって形成される
。この場合、凹部の幅は１０～８００μｍである。
【００３７】
　量産性を考慮すると、第１の方法がより好適である。その理由は、複数の金属箔３０（
又は金属箔３０に個片化される前の金属箔板）を一度に処理できるためである。
【００３８】
　上記した粗化処理は、金属箔３０を元板（箔地）の加工（例えば切断、プレス等による
塑性加工、湾曲加工、打ち抜き加工、切削、研削、及び放電加工等の除肉加工の少なくと
も一つ）により所定形状にした後に行われることが好ましい。また、上記粗化処理が行わ
れる前に、これらの処理が行われる面から酸化層（例えば自然酸化膜）や水酸化層が除去
されているのが好ましい。この除去は、例えば、研磨等の物理的処理や化学的な処理によ
って行われる。
【００３９】
［金属被覆樹脂成形体の製造方法］
　つづいて、本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０の製造方法について説明する。
　金属被覆樹脂成形体１０の製造方法は、以下の（ｉ）～（ｉｉ）の工程を含む。
（ｉ）金型のキャビティ部に、表面の少なくとも一部に微細凹凸構造を有する金属箔３０
を配置する工程
（ｉｉ）上記キャビティ部に非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む熱可塑性樹脂（Ａ）を
注入することにより金属箔３０と熱可塑性樹脂成形体２１とを接合する工程
　以下、具体的に説明する。
【００４０】
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　まず、（ｉ）金型を用意し、その金型を開いてそのキャビティ部（空間部）に金属箔３
０を配置する。（ｉｉ）その後、金型を閉じ、熱可塑性樹脂（Ａ）の少なくとも一部が金
属箔３０の上記微細凹凸構造が設けられた表面と接するように、上記金型の上記キャビテ
ィ部に熱可塑性樹脂（Ａ）を注入して固化し、金属箔３０を熱可塑性樹脂成形体表面に接
合する。その後、金型を開き離型することにより、金属被覆樹脂成形体１０を得ることが
できる。上記金型としては、例えば、高速ヒートサイクル成形（ＲＨＣＭ、ヒート＆クー
ル成形）で一般的に使用される射出成形用金型を用いることができる。金属箔３０として
は、間隔周期が５ｎｍ以上５００μｍ以下である凸部が林立した微細凹凸構造を有する金
属箔を用いることができる。
【００４１】
　ここで、上記（ｉｉ）の工程において、熱可塑性樹脂（Ａ）の注入開始から保圧完了ま
での間、上記金型の表面温度を好ましくは非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温
度（以下、Ｔｇとも呼ぶ。）以上、より好ましくはＴｇ＋（５以上１００以下）℃以上の
温度に維持する。
　これにより、非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む熱可塑性樹脂（Ａ）を溶融させた状
態に保ちながら、金属箔３０の上記微細凹凸構造に熱可塑性樹脂（Ａ）を高圧でより長い
時間接触させることができる。
　その結果、金属箔３０の微細凹凸構造の凹部の奥まで熱可塑性樹脂（Ａ）を十分に侵入
させることができるため、金属箔３０と熱可塑性樹脂成形体２１の表面との間に物理的な
抵抗力（アンカー効果）が効果的に発現し、接合強度に優れた金属被覆樹脂成形体１０を
安定的に得ることができる。
【００４２】
　また、上記（ｉｉ）の工程において、上記保圧完了後、上記金型の表面温度を非晶性熱
可塑性樹脂成分（ａ）の好ましくはガラス転移温度未満、より好ましくはＴｇ－（５以上
１００以下）℃以下の温度に冷却する。
　これにより、溶融状態の熱可塑性樹脂（Ａ）を急速に固化させることができる。その結
果、金属被覆樹脂成形体１０の成形サイクルを短縮できるため、金属被覆樹脂成形体１０
を効率よく得ることができる。
【００４３】
　以上から、本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０の製造方法によれば、金属箔３０
と熱可塑性樹脂成形体表面との接合強度に優れた金属被覆樹脂成形体１０を安定的に、か
つ、効率よく製造することができる。
【００４４】
　上記金型の表面温度の調整は、急速加熱冷却装置を金型に接続することにより、実施す
ることができる。急速加熱冷却装置は、一般的に使用されている方式を採用することがで
きる。
【００４５】
　加熱方法として、蒸気式、加圧熱水式、熱水式、熱油式、電気ヒータ式、電磁誘導過熱
式のいずれか１方式またはそれらを複数組み合わせた方式でよい。
　具体的には、金型の表面の近くに設けられた流路に水蒸気、温水および温油から選択さ
れる加熱媒体を導入する、あるいは電磁誘導加熱を用いることにより、上記金型の上記表
面温度を非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度以上の温度に維持することが好
ましい。
【００４６】
　冷却方法としては、冷水式、冷油式のいずれか１方式またはそれらを組み合わせた方式
でよい。
　具体的には、金型の表面の近くに設けられた流路に冷水および冷油から選択される冷却
媒体を導入することにより、金型の表面温度を非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転
移温度未満の温度に冷却することが好ましい。
【００４７】
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　上記（ｉｉ）の工程において、上記注入開始から上記保圧完了までの時間は、好ましく
は１秒以上２００秒以下、より好ましくは５秒以上４０秒以下であり、さらに好ましくは
１０秒以上３０秒以下である。
　上記時間が上記下限値以上であると熱可塑性樹脂（Ａ）を溶融させた状態に保ちながら
、金属箔３０の上記微細凹凸構造に熱可塑性樹脂（Ａ）を高圧でより長い時間接触させる
ことができる。これにより、接合強度により一層優れた金属被覆樹脂成形体１０をより安
定的に得ることができる。
　また、上記時間が上記上限値以下であると、金属被覆樹脂成形体１０の成形サイクルを
短縮できるため、金属被覆樹脂成形体１０をより効率よく得ることができる。
【００４８】
　上記工程（ｉ）および（ｉｉ）を含む製造方法によって得られた金属被覆樹脂成形体１
０については、金属箔部および／または熱可塑性樹脂成形体部の少なくとも一部の表面部
に、必要に応じて更なる美観向上・耐久性向上のための加飾処理を行うことも任意である
。このような加飾処理としては、金属箔表面については、鏡面仕上げ（研磨処理）、模様
・文字印刷、カラーアルマイト処理等が例示できる。また、熱可塑性樹脂成形体表面につ
いては意匠性や耐久性向上のためのアクリル等のクリアーコートや各種ハードコートによ
る被覆層を例示できる。
　これらの中でも金属箔３０の熱可塑性樹脂成形体２１との接合部分以外の表面が、研磨
処理およびカラーアルマイト処理のうち少なくとも一方の処理がなされていることが好ま
しい。
【００４９】
［金属被覆樹脂成形体の用途］
　本実施形態に係る金属被覆樹脂成形体１０は、樹脂成形体部分が透明であり、その成形
体表面に金属装飾が付与されるあらゆる用途に展開することが可能である。また、本実施
形態に係る金属樹脂成形体の製造方法は、生産性が高く、形状制御の自由度も高いので、
様々な用途に展開することが可能である。
【００５０】
　具体的には、自動車の内装品（インスツルメントパネル、コンソールボックス、ドアノ
ブ、座席シート、ステアリングホイール、ＥＣＵボックス、電装部品等）、各種窓類（車
両用窓、機器用のぞき窓、建築用窓等）、家電製品（冷蔵庫、洗濯機、掃除機、電子レン
ジ、エアコン、照明機器、電気湯沸かし器、テレビ、時計、換気扇、プロジェクター等）
、調理用具（鍋、ボール、マグカップ等）、建材・家具類（居住空間の壁面材、ガラス窓
枠、手すり、カーテンレール等）、ヘルメット等のフェイスシールドおよびアイウェア（
ヘルメット、ヘルメット顔面保護板、スポーツゴーグル、アイウェア物品等）、照明部材
（照明反射板等）、看板やソーラーパネル等の屋外設置材料、化粧料収容用のコンパクト
容器等のコスメティック製品等に好適に用いられる。
【００５１】
　以上、本発明の金属被覆樹脂成形体１０の用途について述べたが、これらは本発明の用
途の例示であり、上記以外の様々な用途に用いることもできる。
【００５２】
　以上、本発明の実施形態について述べたが、これらは本発明の例示であり、上記以外の
様々な構成を採用することもできる。
　以下、参考形態の例を付記する。
［１］
　曲面を有する透明な熱可塑性樹脂成形体と、
　上記熱可塑性樹脂成形体の上記曲面に沿って密着して接合された金属箔と、
を備え、
　上記金属箔は、少なくとも上記熱可塑性樹脂成形体との接合部表面に微細凹凸構造を有
する金属被覆樹脂成形体。
［２］
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　上記［１］に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記金属箔の上記微細凹凸構造に上記熱可塑性樹脂成形体の一部分が浸入することによ
り上記金属箔と上記熱可塑性樹脂成形体とが接合されている金属被覆樹脂成形体。
［３］
　上記［１］または［２］に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記曲面が三次元曲面を含む金属被覆樹脂成形体。
［４］
　上記［１］乃至［３］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記曲面上の任意の点における法線ベクトル方向において、上記金属箔の厚みをθＭ、
上記熱可塑性樹脂成形体の厚みをθＲとした場合、下記式（１）を満たす金属被覆樹脂成
形体。
　０．０５≦θＭ／θＲ＜１．０　　　（１）
［５］
　上記［１］乃至［４］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記金属箔の厚み（θＭ）が０．１ｍｍ以上２．０ｍｍ以下の範囲にある金属被覆樹脂
成形体。
［６］
　上記［１］乃至［５］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記金属箔がアルミニウム箔またはアルミニウム合金箔である金属被覆樹脂成形体。
［７］
　上記［１］乃至［６］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記熱可塑性樹脂成形体を構成する熱可塑性樹脂（Ａ）が、ポリスチレン樹脂、ポリア
クリロニトリル樹脂、スチレン－アクリロニトリル共重合体樹脂、アクリロニトリル－ブ
タジエン－スチレン共重合体樹脂、ポリメタクリル酸メチル樹脂、およびポリカーボネー
ト樹脂から選択される一種または二種以上の非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む金属被
覆樹脂成形体。
［８］
　上記［７］に記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）がポリカーボネート樹脂を含む金属被覆樹脂成形体
。
［９］
　上記［１］乃至［８］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記金属箔の上記微細凹凸構造には、複数の凸部が５ｎｍ以上５００μｍ以下の間隔周
期で設けられている金属被覆樹脂成形体。
［１０］
　上記［１］乃至［９］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体において、
　上記金属箔の上記熱可塑性樹脂成形体との接合部分以外の表面が、研磨処理およびカラ
ーアルマイト処理のうち少なくとも一方の処理がなされている金属被覆樹脂成形体。
［１１］
　上記［１］乃至［１０］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体を製造するための
製造方法であって、
　金型のキャビティ部に、表面の少なくとも一部に微細凹凸構造を有する金属箔を配置す
る工程と、
　上記キャビティ部に非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）を含む熱可塑性樹脂（Ａ）を注入す
ることにより上記金属箔と上記熱可塑性樹脂成形体とを接合する工程と、
を含み、
　上記熱可塑性樹脂の注入開始から保圧完了までの間、上記金型の表面温度を上記非晶性
熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度以上の温度に維持し、上記保圧完了後、上記金
型の表面温度を上記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度未満の温度に冷却す
る金属被覆樹脂成形体の製造方法。
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［１２］
　上記［１１］に記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法において、
　上記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）がポリカーボネート樹脂を含む金属被覆樹脂成形体
の製造方法。
［１３］
　上記［１１］または［１２］に記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法において、
　上記金型の表面の近くに設けられた流路に水蒸気、温水および温油から選択される加熱
媒体を導入する、あるいは電磁誘導加熱を用いることにより、上記金型の上記表面温度を
上記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラス転移温度以上の温度に維持する金属被覆樹脂
成形体の製造方法。
［１４］
　上記［１１］乃至［１３］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法にお
いて、
　上記金型の表面の近くに設けられた流路に冷水および冷油から選択される冷却媒体を導
入することにより、上記金型の上記表面温度を上記非晶性熱可塑性樹脂成分（ａ）のガラ
ス転移温度未満の温度に冷却する金属被覆樹脂成形体の製造方法。
［１５］
　上記［１１］乃至［１４］のいずれか一つに記載の金属被覆樹脂成形体の製造方法にお
いて、
　上記注入開始から上記保圧完了までの時間が１秒以上２００秒以下である金属被覆樹脂
成形体の製造方法。

【実施例】
【００５３】
　以下、本実施形態を、実施例・比較例を参照して詳細に説明する。なお、本実施形態は
、これらの実施例の記載に何ら限定されるものではない。
【００５４】
（射出成形方法）
　図３に、金属箔３０と熱可塑性樹脂成形体２１とが接合した金属被覆樹脂成形体１０を
射出成形法によって製造する過程の一例を模式的に示した。具体的には、長手方向に湾曲
した短冊形状に加工され、表面に微細凹凸面を有する金属箔３０を金型５５内に設置し、
射出成形機５１により、熱可塑性樹脂（Ａ）をゲート／ランナー５２を通して射出するこ
とにより、微細凹凸構造を有する金属箔３０と熱可塑性樹脂成形体２１とが一体化された
金属被覆樹脂成形体１０を製造する過程を模式的に示している。なお、図示されていない
が、後述する接合力評価のために金属箔の長手方向の片側端部に微細凹凸構造の未形成領
域を設けた。
【００５５】
（接合力の評価方法および合否判定）
　上記射出成形方法で得られた金属被覆樹脂成形体において、熱可塑性樹脂成形体に接合
していない金属箔の端部を平型スパチュラで剥離させ、この端部を引張試験機（アイコー
エンジニアリング社製、モデル１３２３）の専用の治具でチャックした後に、鉛直方向に
引っ張って剥離（剥離速度；５００ｍｍ／分）させ、その剥離界面周辺を目視で判定し、
以下の基準で評価した。
　◎：金属箔の全面に樹脂が付着している
　〇：金属箔の表面の一部に樹脂が付着している
　×：金属箔には樹脂が全く付着しておらず、実質的に樹脂が金属箔に接合していない
【００５６】
（金属箔の表面粗化処理）
［金属箔１の調製方法］
　ＪＩＳ　Ｈ４０００に規定された合金番号５０５２のアルミニウム箔（厚み：０．３ｍ
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ｍ）を、長さ４５ｍｍ、幅１８ｍｍに切断した。このアルミニウム箔を、長手方向端部５
ｍｍ分を残して酸系エッチング剤（硫酸：８．２質量％、塩化第二鉄：７．８質量％（Ｆ
ｅ３＋：２．７質量％）、塩化第二銅：０．４質量％（Ｃｕ２＋：０．２質量％）、イオ
ン交換水：残部）（３０℃）中に８０秒間浸漬し、揺動させることによってエッチングし
た。次いで、流水で超音波洗浄（水中、１分）を行い、乾燥させることにより表面処理済
みの金属箔１を得た。
【００５７】
　得られた金属箔１の微細凹凸構造の間隔周期は、レーザー顕微鏡（ＫＥＹＥＮＣＥ製Ｖ
Ｋ－Ｘ１００）にて測定した結果、９２μｍであることが分かった。また、エッチング率
は２．６質量％であった。
【００５８】
［金属箔２の調製方法］
　ＪＩＳ　Ｈ４０００に規定された合金番号５０５２のアルミニウム箔（厚み：０．３ｍ
ｍ）を、長さ４５ｍｍ、幅１８ｍｍに切断した。このアルミニウム箔を、長手方向端部５
ｍｍ分を残して特開２００５－１１９００５号公報の実施例１に記載の処理をおこなった
。具体的には、市販のアルミニウム脱脂剤「ＮＥ－６（メルテックス社製）」を１５％濃
度で水に溶かし７５℃とした。この水溶液が入ったアルミニウム脱脂槽に上記アルミニウ
ム箔の長手方向端部５ｍｍ分を残して、５分間浸漬し水洗し、４０℃の１％塩酸水溶液が
入った槽に１分浸漬し水洗した。つづいて、４０℃の１％水酸化ナトリウム水溶液が入っ
た槽に１分浸漬し水洗した。次いで４０℃の１％塩酸水溶液を入れた槽に１分浸漬し水洗
し、６０℃の２．５％濃度の１水和ヒドラジン水溶液を入れた第１ヒドラジン処理槽に１
分浸漬し、４０℃の０．５％濃度の１水和ヒドラジン水溶液を入れた第２ヒドラジン処理
槽に０．５分浸漬し水洗した。これを４０℃で１５分間、６０℃で５分程度温風乾燥させ
ることにより、表面処理済みの金属箔２を得た。
【００５９】
　得られた金属箔２の微細凹凸構造の間隔周期は、走査型電子顕微鏡（ＪＥＯＬ製ＪＳＭ
－６７０１Ｆ）にて測定した。
　また、エッチング処理前後の金属箔の質量比から求めたエッチング率を算出した。
　得られた結果を以下に示す。
【００６０】
　間隔周期［ｎｍ］：４５
　エッチング率［質量％］：０．３
【００６１】
［実施例１］
　日本製鋼所社製の射出成形機Ｊ８５ＡＤに、図３に示した短冊湾曲形状のキャビティ部
（曲率半径＝２５００Ｒ、深さ＝３．０ｍｍ）を有する金型５５を装着し、金型５５内に
金属箔１を可動側金型の湾曲部に設けた、金属箔１と同一形状寸法の座ぐり部分に設置し
た。次いで、高速ヒートサイクル成形用金型温調装置（Ｓｉｎｇｌｅ社製ＡＴＴ　Ｈ２）
を接続した金型５５の表面温度を、加熱媒体である加圧熱水を用いて１５５℃まで加熱し
た。
　次いで、その金型５５内に、非晶性熱可塑性樹脂であるポリカーボネート樹脂（ＰＣ樹
脂）（帝人社製パンライトＬ１２２５Ｌ、ガラス転移温度：１４６℃）を、シリンダー温
度３２０℃、射出速度２５ｍｍ／ｓｅｃ、保圧１００ＭＰａ、保圧時間１５秒の条件にて
射出成形を行い、次いで、冷却媒体である水にて金型５５の表面温度を６０℃まで急冷し
、曲面を有する透明な熱可塑性樹脂成形体と熱可塑性樹脂成形体の上記曲面に沿って密着
して接合されたアルミニウム箔と、を備える金属被覆樹脂成形体１０を得た。
　なお、ＰＣ樹脂のガラス転移温度はＤＳＣ装置（ＴＡ Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製Ｑ
２０００）にて、昇温速度１０℃／分の昇温過程により測定した値である。
【００６２】
［実施例２］
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　実施例１において、金属箔１を金属箔２に変更した以外は実施例１と同様にして金属被
覆樹脂成形体１０を得た。接合強度の評価結果を表１に示す。
【００６３】
［比較例１］
　実施例１において、金属箔１を表面処理していない金属箔に変更した以外は実施例１と
同様にして金属被覆樹脂成形体１０を得た。接合強度の評価結果を表１に示す。
【００６４】
【表１】

【符号の説明】
【００６５】
　　１０　金属被覆樹脂成形体
　　２０　曲面
　　２１　熱可塑性樹脂成形体
　　３０　金属箔
　　４０　法線ベクトル
　　５１　射出成形機
　　５２　ゲート／ランナー
　　５５　金型

【図１】 【図２】
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